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令和元年度事業報告

　公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター（以下 ｢JW センター｣ という。）は、産業廃棄物の適正処理の推進
と循環型社会の形成を目指して、電子マニフェスト事業及び教育研修事業の安定的運営を図るとともに、感染性廃棄物
容器評価事業、調査事業、国際協力事業、出版事業、広報事業など社会的ニーズに即応した事業を積極的に実施した。

Ⅰ　電子マニフェスト事業
1. 電子マニフェスト加入者数及び年間登録件数

　令和元年度末現在の電子マニフェスト加入者数は 240,099 者、年間の登録件数は前年度比 8% 増の約 3,130 万件
（電子化率 63%）となった。

2. 電子マニフェスト普及促進
　電子マニフェストの一層の普及拡大を図るため、多量排出事業者への普及促進に取り組むとともに、関係業界団体
等と連携して重点普及対象への普及活動のほか、以下の事業を実施した。

（1）重点普及対象への普及活動等
　特別管理産業廃棄物の多量排出事業者に対する電子マニフェストの義務化（令和 2 年 4 月 1日施行）に適切に対
応するとともに、産業廃棄物の排出量が多い種類（汚泥、がれき類）において、電子マニフェストの利用割合が比較
的少ない下水道業（汚泥）、建設業（がれき類）の普及促進を図るため、関係業界団体等と連携して普及促進に精力
的に取り組んだ。

（2）電子マニフェスト導入説明会の開催
　国、地方公共団体や業界団体と連携するとともに、（公社）全国産業資源循環連合会及び各都道府県協会に委託し
ている運用支援事業を活用した全国的な電子マニフェスト導入説明会を積極的に実施した。

1） 導入実務研修会 38回 1,569名
2） 操作体験セミナー 139回 2,232名
3） 地方公共団体等と連携した説明会（講師派遣） 132回

（3）広報活動
1）電子マニフェストシステムの基本操作や現場登録支援機能（排出事業者が排出現場でスマートフォンやタブ

レットを利用してマニフェスト情報の登録等ができる機能）の操作方法や電子マニフェストの導入が進んで
いない地方ゼネコン向けのビデオを作製し、ホームページに公開した。

2）リーフレットの配付、新聞等出版物等による広報活動を実施した。
（4）利便性向上のための電子マニフェストシステムの機能強化

1）平成 30 年度に開発した電子マニフェストシステムの現場登録支援機能の運用を開始した（令和元年 7月）。
2）廃棄物分類コードに事業系一般廃棄物を追加した（令和 2 年 1月）。

3. 電子マニフェストシステムの安定的な運営管理及び次期システム更新
　電子マニフェストシステムの安定した稼働を確保するとともに、外部からの不正アクセスの監視を強化することで
侵入の防御を行い、引き続き、円滑かつ安定的な運営を維持した。

区分

 年度

加入者数
電子マニフェスト

年間登録件数排出事業者 収集
運搬業者 処分業者 合計A 料金 B 料金 C 料金 計

平成30年度
実績 3,530 24,315 163,738 191,583 19,581 8,846 220,010 28,964,671

（58%）

令和
元年度

計画 3,600 27,300 177,100 208,000 20,800 9,100 237,900 31,200,000
（62%）

実績 3,615 28,399 177,909 209,923 21,063 9,113 240,099 31,304,330
（63%）
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　また、電子マニフェストシステムの次期システム機器更新（令和 3 年 1月予定）に向け、さらに高度化、多様化す
るニーズに対応するとともに、一層の安全・安定運用の確立を目指し、同システムの再構築の検討を行い、再構築業
務を開始した。

4. 環境省受託事業
　環境省より「電子マニフェスト普及拡大事業」を受託し、以下の事業を実施した。

（1）電子マニフェストシステムの機能強化
　平成 30 年度に開発を行った現場登録支援機能について、収集運搬業者が仮登録した情報に、収集運搬業者、処分
業者が事前に処理終了報告ができる機能を追加開発した。
　また、電子マニフェストシステムには、年間 3,000 万件を超える産業廃棄物排出・処理データが蓄積されることか
ら、このビックデータの利活用を進めるため、データを集計・分析するための機能を構築した。

（2）電子マニフェスト普及啓発事業
1）電子マニフェスト導入説明会 

電子マニフェスト使用義務化の対象となる特別管理産業廃棄物多量排出事業者を中心とした電子マニフェ
スト制度等に関する説明会を 20 回（20 府県各 1回開催、参加者数 :881 名）、操作に関する説明会を 10
回開催した（5 都県各 2 回開催、参加者数 :141 名）。

2）広報啓発用パンフレットの作成等 
平成 30 年度に開発を行った現場登録支援機能を普及啓発するため、パンフレットを作成し、都道府県・政
令市、業界団体等に配布した。

3）業種別事例集の作成 
電子マニフェストの活用を含め、産業廃棄物の適正処理に関する優良な取組を行っている排出事業者の業
種別事例集をとりまとめるため、有識者、関係業界の代表者、自治体、処理業者の協力を得て、業種別事
例集策定委員会を開催し、事例集の構成や活用方法等を検討し、作成作業を行った。令和元年度は、化学
工業について取りまとめた。

5. 電子マニフェスト情報の有効活用の検討
　電子化されたマニフェスト情報をビッグデータとして、循環型社会の形成に向けて役立つなど幅広く活用すること
を目指し、電子マニフェスト情報の集計・解析結果の提供、マニフェストの記載事項等、電子マニフェスト情報の有
効活用の検討に積極的に取り組んだ。

6. 電子マニフェストの利用促進
　2020 年東京オリンピック・パラリンピックの開催に伴い、大会期間中の廃棄物管理に電子マニフェストが有効利
用できるよう協力を進めた。

7. 情報処理センター業務規程の見直し及び課金請求システム構築の検討
　電子マニフェスト情報の利活用を明確化するとともに、電子マニフェスト加入者の費用負担の適正化を図る観点か
ら、情報処理センター業務規程の一部変更（附帯業務の追加及び利用料金の一部改正等）を行った。
　また、加入者の増加に伴う請求業務の負担を軽減し、適切に利用料金の徴収・管理が行えるようシステムの構築の
検討を行った。

Ⅱ　教育研修事業
1. 講習会事業
（1）講習会
　廃棄物処理法の関係規定に対応する講習会として、以下の講習会を（公社）全国産業資源循環連合会及び各都道府
県協会並びに ( 公社 ) 日本医師会との連携のもとに実施した。なお、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため大
規模なイベント等の自粛が要請されたことに鑑み、令和 2 年 3 月に開催する特別管理産業廃棄物管理責任者に関する
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講習会（9 回）を取り止めた。
1）産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物処理業の許可申請に関する講習会（新規、更新） 

（以下「新規講習会」、「更新講習会」という。） 6 課程
2）特別管理産業廃棄物管理責任者に関する講習会及び医療関係機関等を対象にした 

特別管理産業廃棄物管理責任者講習会（以下 ｢特管責任者講習会｣ という。） 2 課程
3）PCB 廃棄物の収集運搬業作業従事者講習会（以下「PCB 講習会」という。） 1課程

（2）講習会の開催実績
1）新規講習会 133 回 14,162 名
2）更新講習会 175 回 21,044 名
3）特管責任者講習会 112 回 15,508 名
4）PCB 講習会 6 回 411 名
　　　　計 426 回 51,125 名

（3）委員会
　講習会を適切に実施するため、講習会に関する重要事項を審議する ｢教育研修運営委員会｣、テキスト作成等に関
する事項を審議する｢テキスト作成委員会｣、修了試験問題に関する事項を審議する｢講習会試験委員会｣を各 2 回、「医
療関係機関等を対象にした特管責任者講習会テキスト作成・試験委員会」を 1回、「PCB 講習会テキスト作成・試験
委員会」を 1回開催した。

（4）Web による受講申込みの普及拡大
　Web による受講申込者の受講料の値引きを実施し、その普及拡大を図るとともに、令和 4 年度からの Web 申込み
一本化に向けて、運用方法やシステム改善等を検討している。

（5）労働安全衛生の向上及び講習会カリキュラムの検討
　産業廃棄物処理業の労働災害の防止及び安全衛生の向上に資するため、テキストに沿った視聴覚教材（ビデオ）を
作成し、講習会やホームページ等で広く周知した。
　また、更新講習会においても安全衛生を講義科目に加えるなど令和 2 年度以降の講習会カリキュラムの見直しを「講
習会検討委員会」を設置して検討した。

（6）講習会受講料の改定
　令和元年 10 月の消費税率引上げに際しては受講料を据え置くこととしたが、消費税率引上げを考慮し、令和 2 年
度の受講料の見直しを行い、改定することとした。

2. 研修事業
　排出企業を対象にした「産業廃棄物マネジメント研修会 ~ 廃棄物処理の基礎から実務まで ~」を 15 回実施した。
そのうち 6 回は、業種に特化した研修会として、建設業（4 回）と環境省事業の優良事例集を活用した食品関連産業（2
回）に特化した研修会を　　実施した。なお、新型コロナウイルス感染症の拡大防止のため大規模なイベント等の自
粛が要請されたことに鑑み、令和 2 年 3 月に開催する研修会（2 回）を取り止めた。
　また、事故由来放射性物質に汚染された廃棄物の処理に携わる処理業者等を対象にした「放射性物質汚染廃棄物の
処理に関する講習会」を 1回実施した。

Ⅲ　感染性廃棄物容器評価事業
　適正な感染性廃棄物容器の普及促進を図ることを目的として、JW センターで定めた評価基準に基づいた評価を行
う「感染性廃棄物容器評価事業」を実施した。
　評価実績 : 新規 1社 1製品、更新 4 社 7 製品　（累計 :11 社　42 製品）



34

センターだより
From

Center
事
業
報
告

調
査
報
告

環
境
省
通
知

コ
ラ
ム

連
載
講
義

行
政
の
う
ご
き

電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
情
報

セ
ン
タ
ー
だ
よ
り

担
当
者
ス
ポ
ッ
ト

事
業
報
告

調
査
報
告

特  

集

コ
ラ
ム

連
載
講
義

電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
情
報

セ
ン
タ
ー
だ
よ
り

担
当
者
ス
ポ
ッ
ト

事
業
報
告

調
査
報
告

コ
ラ
ム

連
載
講
義

電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
情
報

セ
ン
タ
ー
だ
よ
り

担
当
者
ス
ポ
ッ
ト

特  

集

Ⅳ　調査事業
1. 受託調査等事業

（1）環境省より、「業種別事例集作成業務」を受託し、産業廃棄物の適正処理に関する化学工業向けの事例集を策定した。
（2） （公財）在宅医療助成勇美記念財団からの助成研究「在宅医療廃棄物の処理に関する調査」（代表研究機関 : 近畿

大学医学部）に、昨年度から引き続き共同研究者として参画した。
2. 自主調査事業
　電子マニフェストの普及促進のための調査、新型コロナウイルス対策に関する調査など国内外の産業廃棄物・リサイ
クル等に関する情報収集・解析を行った。また、調査事業の内容については、学会等を通じて広く情報提供を行った。

Ⅴ　国際協力事業
　アジア地域における循環型社会の形成に向けて、産業廃棄物管理や電子マニフェストシステムに関する情報の収集・
提供、3R の国際推進に協力する活動を行った。

（1） 日本・韓国・台湾ネットワーク会議
　令和元年 10 月 24 日に日本（大分県）で開催予定であった第 7 回日韓台ネットワーク会議は、韓国の参加が難し
いことから中止となった。

（2）政府の関係事業への協力等 
　関係団体等との連携を図りつつ、環境インフラの海外展開事業等に協力した。

Ⅵ　広報事業
1. JW 懇話会

JW センターの関係者間の情報交換を進めるための「JW 懇話会」を実施した。
「循環型社会の構築に向けた課題と展望」（令和 2 年 2 月 12 日）
　　　　　中部大学経営情報学部教授　細田　衛士 氏

2. 機関誌の発行
JW センターの機関誌を発行した。

（1）発　　行 季刊（年 4 回）
（2）発行部数 各号 2,300 部（冬号 3,800 部）
（3）配 布 先 都道府県・政令市、関係団体等

3. 書籍の出版等
廃棄物処理に関する書籍の企画、編集、出版、販売協力を行った。

（1）廃棄物処理法令（三段対照）・通知集（令和元年版）（令和元年 5 月発行）
（2）建設廃棄物適正処理マニュアル（平成 23 年 7月発行）

4. ホームページ等による広報
　電子マニフェスト事業、教育研修事業など JW センターの活動等について、ホームページによる情報提供を行った。
また、JW センターの各事業の利用者等に対するメールマガジンの配信（年 24 回、配信数　約 13 万件 / 回）を行った。

Ⅶ　その他の公益事業等
1. 全国大会の開催

産業廃棄物関係三団体の共催による全国大会を開催した。
（1）名　　称 「第 18 回 産業廃棄物と環境を考える全国大会」
（2）期　　日 令和元年 11 月 15 日（金） 
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（3）場　　所 ホテルオークラ神戸（兵庫県神戸市）
（4）主　　催 （公社）全国産業資源循環連合会

（公財）産業廃棄物処理事業振興財団
JW センター

（5）参加者数 557 名　
2. 産業廃棄物適正処理推進センター基金への出えん

　廃棄物処理法第 13 条の 15 第 1項に基づき設けられている産業廃棄物適正処理推進センター基金に、環境大臣か
らの令和元年度出えん要請に基づき、出えんを行った。

3. JW センターの業務・情報システムの再構築
　講習会業務の管理を主とした「管理システム」をはじめとする JW センターの業務・情報システムの再構築の検討
を行った。
　また、新しいウェブコンテンツ技術を使用して、主事業である「電子マニフェスト事業」と「教育研修事業」を軸に、
ホームページのデザインやサイトマップ等を再構築し、使いやすく分かりやすくするため、ホームページのリニュー
アルを行った（令和元年 5月 27 日）。

4. 情報セキュリティ対策の充実強化
　JW センターのより一層のセキュリティ対策の充実強化を図り、情報セキュリティマネジメントシステム（ISMS）
に関する国際規格である ISO 27001（平成 31 年 3 月 29 日認証取得）の実践・維持向上に努めた。

Ⅷ　その他
1. 就業規則等の改正

　適正かつ円滑な労働時間等の管理や実態に即した運用とし、労働条件通知書の交付等を追加するなど、より明確
化を図るため、就業規則、給与規程の一部改正を行うこととした（令和 2 年 4 月 1日適用）。

2. 財政基盤の強化
（1）電子マニフェストシステム機器更新積立資産
　令和 3 年 1月（令和 2 年度）に予定されている電子マニフェストシステムの次期機器更新に備えるため、資産取
得資金である電子マニフェストシステム機器更新積立資産に 1.75 億円を積み立てた。

（2）基幹システム構築積立資産
　令和元年度から令和 3 年度にかけて実施する講習会業務の管理を主とした「管理システム」の再構築など JW セ
ンターの基幹となるシステムの構築・改良に備えた資金を確保するため、資産取得資金である基幹システム構築積
立資産に 3.5 億円を積み立てた。

3. 消費税率改正の対応
　消費税法改正による消費税率の引上げ（8% → 10%: 令和元年 10 月 1日適用）に伴う JW センターが設定する料
金等について、下のとおり対応した。

（1）新税率を適用し料金を変更したもの（税抜き料金は変更なし）
1）電子マニフェスト利用料金
2）書籍

（2）現行の税込み料金を据え置いたもの（税抜き料金を値下げ）
1）講習会・研修会の受講料及び付帯業務に係る手数料
2）感染性廃棄物容器評価の評価料金

4. 新型コロナウイルス感染症拡大防止に係る対応
　JW センター「危機管理対策検討会」において、当面の方針（不要不急の会議・研修会・説明会等の中止・延期）
を決定し、以下のとおり対応した。
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（1）電子マニフェスト事業
1）電子マニフェストシステムの運用

運用に特に影響を及ぼさないがが、安定し運用を維持するための対策を検討した。
2）導入実務説明会等 

3 月に開催する説明会（21 回）を中止した。
（2）教育研修事業

1）産業廃棄物処理業の許可に関する講習会（新規・更新） 
許可申請等を考慮し、次の対応をしつつ開催した。

　　・許可の期限により受講日程の変更が可能な方に 4 月以降の受講を誘導
　　・受講の際には、マスクの着用や小まめなうがいと手洗いの協力を依頼
2）特別管理産業廃棄物管理責任者に関する講習会 

3 月に開催する講習会（9 回）を中止した。
3）研修会 

3 月開催する研修会（2 回）を中止した。
4）その他 

講習会の中止や延期に伴う業許可期限等の取扱いについて環境省と協議した。 
（「産業廃棄物又は特別管理産業廃棄物の処理に関連する講習会等の中止・延期に伴う更新許可事務の留意
事項について」の事務連絡の発出）

（3）JW センター全体
1）会議、委員会等 

必要最低限の会議等の開催とした（会食は中止）。
2）時差出勤等 

感染拡大の恐れのある期間の時差出勤を実施し、在宅勤務の実施に向けた検討を行った。
3）その他 

職員への感染症に係る留意事項等を周知するとともに、関係機関等（環境省、地方公共団体、業界団体、
業務委託業者等）との連携・情報共有を行った。

B5判・本文1,084頁
本体4,300円＋税

令和2年版 廃棄物処理法令（三段対照）・通知集
● 法令（法律・政令・省令及び告示） 

・ 廃棄物の処理及び清掃に関する法律、施行令（政令）、施行規則（省令）を相互の委任
関係が分かりやすい三段対照として編集。

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律関係政省令及び告示も収載。
● 通　知 

・ 排出事業者及び産業廃棄物処理業者に関わりのある通知を最新内容まで厳選して収載。
● 資料編 

・ 廃棄物処理法における罰則一覧、廃棄物関連ホームページ一覧を収載。

JW センターホームページよりお申込みください。
URL http://www.jwnet.or.jp/info/publish/
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お知らせ

　令和 2 年 6月24 日に開催された定時評議員会において、評議員及び理事の選任について審議され、以下のとおり決定いたしました。

※（区分）新：新任、再：再任、継：継続

評議員

氏　名 所属・役職 区分

1 大　島　邦　彦 株式会社熊谷組　執行役員　新事業開発本部　副本部長　国際本部　副本部長 再
2 大　野　眞　里 株式会社エックス都市研究所　取締役会長 再
3 小野川　和　延 公益財団法人地球環境戦略研究機構　シニアフェロー 再
4 河　村　清　史 元　埼玉大学大学院理工学研究科　教授 再
5 北　村　喜　宣 上智大学法科大学院　教授 再
6 酒　井　伸　一 京都大学環境安全保健機構　環境科学センター長・教授 再
7 塩　入　英　治 東京ガス株式会社　千葉支社長 再
8 立　上　和　男 株式会社日本環境認証機構　代表取締役社長 再
9 藤　倉　まなみ 桜美林大学リベラルアーツ学群　教授 再
10 古　市　　　徹 北海道大学大学院　工学研究院　客員教授 再
11 細　見　正　明 東京農工大学大学院　名誉教授 再
12 松　澤　　　淳 株式会社環境産業新聞社　代表取締役 再

（参考）
1 崎　田　裕　子 ジャーナリスト・環境カウンセラー 継
2 瀨　田　公　和 公益財団法人国際障害者年記念ナイスハート基金　理事長 継
3 羽　鳥　　　裕 公益社団法人日本医師会　常任理事 継

理事

氏　名 所属・役職 区分

1 関　　　荘一郎 公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター　理事長 再
2 宮　原　順　三 公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター　常務理事 再
3 織　　　朱　實 上智大学大学院　地球環境学研究科　教授 再
4 加　藤　幸　男 公益財団法人産業廃棄物処理事業振興財団　理事長 再
5 河　野　博　子 ジャーナリスト 再
6 篠　原　幸　一 ツネイシカムテックス株式会社　代表取締役会長 再
7 須　永　裕　毅 株式会社ＪＥＭＳ　代表取締役 再
8 竹　本　和　彦 東京大学　未来ビジョン研究センター　特任教授 再
9 星　野　良　祐 元　中間貯蔵・環境安全事業株式会社　取締役 再
10 細　田　衛　士 中部大学　経営情報学部　学部長 再
11 三　本　　　守 株式会社タケエイ　代表取締役会長 再
12 森　谷　　　賢 公益社団法人全国産業資源循環連合会　専務理事 再
13 安　元　　　豊 一般社団法人日本環境衛生施設工業会　副会長 再
14 葛　西　　　聡 公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター　電子マニフェストセンター長 新
15 佐　藤　浩　司 公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター　システム統括部長 新




